第47号様式(第33条関係)

児童福祉施設(　　　　　)設置届出書
年　　月　　日
　　　鹿児島県知事　　　　　殿
届出者　住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　
　　児童福祉施設(　　　　　　)を設置したいので，児童福祉法第35条第3項の規定により，下記のとおり届け出ます。
記
　1　施設名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　2　設置主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　3　経営主体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　4　設置場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　5　事業開始予定年月日　　　年　　　月　　　日
	　6　運営方法　内訳
	保育所　2歳未満　名　　3歳未満　名　　その他　名
母子生活支援施設　　世帯　　その他　名


　　(ア)　定員　　　名
　　(イ)　健康診断　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　
　　(ウ)　災害訓練　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
　　(エ)　保育時間(保育所のみ)　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
　　(オ)　生活計画(保育所を除く。)　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
　　　　注　施設入所児童の日常の生活について，起床，就寝の時間，職業指導の内容，しつけ等の概要を記入すること。
　7　職員構成状況
	職員
	氏名
	年令
	専任兼任の別
	資格の有無
	経験年数
	棒給予定額
	諸手当予定額
	通勤住込み別
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注　1　各職員の履歴書を添付すること。
　　　2　保育士については，保育士登録証の写を添付すること。
　8　建物その他設備の規模及び構造
　　(ア)　設計図，配置図，平面図，立面図(四方)を添付すること。
　　　　　なお，保育所にあつては，市町村の全図に既設保育所の位置及び申請保育所の位置を記入したものを添付すること。
　　(イ)　建物
	区分
	構造
	備考

	
	室名
	室数
	延面積
	

	新旧の別
	a　新設の場合
新築費　　　　　　　 円
	　
	　
	平方メートル
	屋外遊技場
平方メートル
建面積及び屋外遊戯場以外の敷地
平方メートル
敷地
平方メートル

	
	内訳
	自己負担
借入金
寄附金
	円
円
円
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	　
	　
	　
	

	
	b　旧家屋の場合
改築費　　　　　　　 円
　 従来の用途
建築年月日　 年　月　日
	　
	　
	　
	

	
	
	　
	　
	　
	

	建別
	　木造，コンクリート，
　ブロック，平屋，2階
	　
	　
	　
	

	
	
	　
	　
	　
	

	屋根
	　
	　
	　
	　
	

	その他
	　
	　
	　
	　
	

	計
	　
	　
	　
	　
	


　注　1　不用の文字を消すこと。
　　　2　公共建物の払下げを受けるものは，契約書の内容を明らかにする証明書を添付すること。
　　(ウ)　設備
	室内の設備
	室外の設備

	品名
	数量
	品名
	数量
	品名
	数量
	品名
	数量

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　(参考)児童用机，椅子，事務用机，椅子，遊具，砂場，給食用品，消火器具，楽器，寝具，学習用品等児童の生活又は保育に必要な設備を，室内，室外に区分して該当欄に記入すること。
　9　保護者との連絡方法(保育所のみ)

　10　収入，支出予算書抄本
　　　別紙(1)として添付
　11　施設長の経歴書(経営しようとする施設に関連のある事業経歴を詳記すること。)

　　　別紙(2)として添付
　12　当該施設の設置の必要性
　　　別紙(3)として添付
　13　保育所を利用し得る地域の要保育児童数(保育所のみ)

	職別
	世帯数
	人口
	6歳未満児童数
	要保育児童数
	既設保育所入所児童数
	差引要保育児童数
	入所予定児童数

	
	
	
	
	
	
	
	2歳未満
	3歳未満
	3歳以上

	農業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	漁業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	商業
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	会社員
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	公務員
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	日稼
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	内職
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	その他
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


　14　将来の計画(施設の拡張，他の公共施設の併設，経営主体の変移等の計画)

　15　施設に関係のある定款又は規約があれば，別紙として添付すること。
